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(57)【要約】
【課題】　導電性パターン部と非導電性パターン部との
色相、光線透過率、ヘイズ値の差異を少なくし、導電性
パターン部と非導電性パターン部とが明確に視認される
ことのない導電性パターン被覆体の製造方法および導電
性パターン被覆体を提供するものである。
【解決手段】　導電性極細繊維を凝集又は絡み合うこと
なく分散配置して交差させ、当該交差した部分で互いに
電気的に接触させてなる導電性繊維膜を形成する工程と
、前記導電性繊維膜の所望の位置にレーザー光線を照射
して、前記導電性極細繊維の一部を断線または消失させ
ることにより導電性パターン部を形成する工程と、前記
導電性極細繊維を基材表面に固定する工程を、少なくと
も備えた導電性パターン被覆体の製造方法。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
導電性極細繊維を凝集又は絡み合うことなく分散配置して交差させ、当該交差した部分で
互いに電気的に接触させてなる導電性繊維膜を形成する工程と、
前記導電性繊維膜の所望の位置にレーザー光線を照射して、前記導電性極細繊維の一部を
断線または消失させることにより導電性パターン部を形成する工程と、
前記導電性極細繊維を基材表面に固定する工程を、少なくとも備えたことを特徴とする導
電性パターン被覆体の製造方法。
【請求項２】
前記導電性極細繊維を前記基材表面に固定する手段が前記導電性極細繊維へのバインダー
の含浸であって、前記導電性繊維膜を形成した後に。前記バインダーの含浸により前記導
電性極細繊維を前記基材表面に固定し、それから導電性パターン部を形成する請求項１に
記載の導電性パターン被覆体の製造方法。
【請求項３】
前記導電性極細繊維を前記基材表面に固定する手段が前記導電性極細繊維へのバインダー
の含浸であって、前記導電性パターン部を形成した後に、当該バインダーの含浸により前
記導電性極細繊維を前記基材表面に固定する請求項１に記載の導電性パターン被覆体の製
造方法。
【請求項４】
前記導電性繊維膜がバインダー溶液中に前記導電性極細繊維を分散させた塗液を塗布乾燥
してなるものであって、前記導電性極細繊維を基材表面に固定する工程が前記導電性繊維
膜を形成する工程を兼ねている請求項１に記載の導電性パターン被覆体の製造方法。
【請求項５】
前記バインダーの量が前記導電性極細繊維より少量である請求項４に記載の導電性パター
ン被覆体の製造方法。
【請求項６】
前記導電性極細繊維を基材表面に固定する工程が、前記塗布乾燥後にさらに前記導電性繊
維膜の加熱延伸を行なうものである請求項４に記載の導電性パターン被覆体の製造方法。
【請求項７】
前記塗布乾燥により一旦、剥離フィルム上に前記導電性繊維膜を形成し、その上に接着層
を形成して３層構造の転写フィルムを作製した後、この転写フィルムを前記基材表面に圧
着し、剥離フィルムを剥がすことによって前記導電性極細繊維を前記基材表面に固定する
請求項４に記載の導電性パターン被覆体の製造方法。
【請求項８】
前記バインダーが硬化性樹脂であって、前記導電性極細繊維の固定後にバインダーを硬化
してから前記導電性パターン部を形成する請求項２、請求項４～７のいずれかに記載の導
電性パターン被覆体の製造方法。
【請求項９】
前記導電性繊維膜が前記導電性極細繊維を前記基材の成形時にその表面に直接埋め込ませ
てなるものであって、前記導電性極細繊維を基材表面に固定する工程が導電性繊維膜を形
成する工程を兼ねている請求項１に記載の導電性パターン被覆体の製造方法。
【請求項１０】
基材と、当該基材表面に凝集又は絡み合うことなく分散して固定された導電性極細繊維と
を少なくとも備えた被覆体であって、
前記導電性極細繊維が交差し当該交差した部分で互いに接触して存在している部分により
導電性パターン部を呈し、前記導電性極細繊維の一部が断線または消失されて存在してい
る部分により非導電性パターン部を呈している
ことを特徴とする導電性パターン被覆体。
【請求項１１】
前記導電性極細繊維がバインダーにより前記基材表面に固定されている請求項１０に記載
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の導電性パターン被覆体。
【請求項１２】
前記導電性極細繊維が前記基材表面に直接埋没して固定されている請求項１０に記載の導
電性パターン被覆体。
【請求項１３】
透明な導電性パターン被覆体である請求項１０～１２のいずれかに記載の導電性パターン
被覆体。
【請求項１４】
前記導電性極細繊維が、直径が０．３～８０ｎｍで長さが数μｍ～１００μｍである請求
項１０～１３のいずれかに記載の導電性パターン被覆体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、タッチパネル、液晶や有機ＥＬ用のディスプレイ等の用途に適用可能な導電
性パターン被覆体の製造方法および導電性パターン被覆体を対象とする。
【背景技術】
【０００２】
従来、ＩＴＯフィルムにとって代わる透明電極を提供する試みがなされており、特許文献
1には、導電性極細繊維被覆物をパターン化する導電性パターン被覆体の製造方法および
該方法によって得られた導電性パターン被覆体が開示されている。
【０００３】
この特許文献1に記載の導電性パターン被覆体の製造方法は、導電性極細繊維の一種であ
るカーボンナノチューブを用い、カーボンナノチューブの溶液を準備すること、溶液を基
板に塗布して、基板上に、固定されたカーボンナノチューブの導電性繊維膜を形成するこ
と、カーボンナノチューブ導電性繊維膜にバインダーを選択的に含浸すること、および上
記基板から、バインダーが含浸されないカーボンナノチューブ導電性繊維膜の部分を水又
はバインダーを溶解しない溶媒で洗い流す等して取り除くことを含む方法からなり、この
方法によりカーボンナノチューブを含む導電性繊維膜をパターン形成するものであった。
【０００４】
【特許文献１】特表２００６－５１３５５７公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
しかし、上記の方法は、カーボンナノチューブ導電性繊維膜にバインダーを選択的に含浸
した部分（つまり導電性パターン部）とバインダーが含浸されずカーボンナノチューブ導
電性繊維膜の部分が取り除かれた部分（つまり、非導電性パターン部）との色相、光線透
過率、ヘイズ値が異なるため導電性パターン部と非導電性パターン部が明確に視認される
問題があった。とくに、導電性パターン部のヘイズ値は極細繊維による光散乱のため高く
ならざるを得ないため、その導電性パターン部が視認されないようにする必要がある製品
、たとえばタッチパネル、液晶や有機ＥＬ用のディスプレイ等の用途に適用するには問題
があった。また、繊維の長さよりも短い線幅でパターンを形成することは困難であるため
、微細なパターン形成には適用しにくいという問題があった。
【０００６】
　したがって、本発明は、以上のような従来技術の課題を考慮し、上記導電性パターン部
と非導電性パターン部との色相、光線透過率、ヘイズ値の差異を少なくし、導電性パター
ン部と非導電性パターン部とが明確に視認されることのない導電性パターン被覆体の製造
方法および導電性パターン被覆体を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の第１実施態様は、導電性極細繊維を凝集又は絡み合うことなく分散配置して交
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差させ、当該交差した部分で互いに電気的に接触させてなる導電性繊維膜を形成する工程
と、前記導電性繊維膜の所望の位置にレーザー光線を照射して、前記導電性極細繊維の一
部を断線または消失させることにより導電性パターン部を形成する工程と、前記導電性極
細繊維を基材表面に固定する工程を、少なくとも備えたことを特徴とする導電性パターン
被覆体の製造方法である。
【０００８】
　本発明の第２実施態様は、前記導電性極細繊維を前記基材表面に固定する手段が前記導
電性極細繊維へのバインダーの含浸であって、前記導電性繊維膜を形成した後に。前記バ
インダーの含浸により前記導電性極細繊維を前記基材表面に固定し、それから導電性パタ
ーン部を形成する第１実施態様に記載の導電性パターン被覆体の製造方法である。
【０００９】
　本発明の第３実施態様は、前記導電性極細繊維を前記基材表面に固定する手段が前記導
電性極細繊維へのバインダーの含浸であって、前記導電性パターン部を形成した後に、当
該バインダーの含浸により前記導電性極細繊維を前記基材表面に固定する第１実施態様に
記載の導電性パターン被覆体の製造方法である。
【００１０】
　本発明の第４実施態様は、前記導電性繊維膜がバインダー溶液中に前記導電性極細繊維
を分散させた塗液を塗布乾燥してなるものであって、前記導電性極細繊維を基材表面に固
定する工程が前記導電性繊維膜を形成する工程を兼ねている第１実施態様に記載の導電性
パターン被覆体の製造方法である。
【００１１】
　本発明の第５実施態様は、前記バインダーの量が前記導電性極細繊維より少量である請
求項４に記載の導電性パターン被覆体の製造方法。
　本発明の第６実施態様は、前記導電性極細繊維を基材表面に固定する工程が、前記塗布
乾燥後にさらに前記導電性繊維膜の加熱延伸を行なうものである第４実施態様に記載の導
電性パターン被覆体の製造方法である。
【００１２】
　本発明の第７実施態様は、前記塗布乾燥により一旦、剥離フィルム上に前記導電性繊維
膜を形成し、その上に接着層を形成して３層構造の転写フィルムを作製した後、この転写
フィルムを前記基材表面に圧着し、剥離フィルムを剥がすことによって前記導電性極細繊
維を前記基材表面に固定する第４実施態様に記載の導電性パターン被覆体の製造方法であ
る。
【００１３】
　本発明の第８実施態様は、前記バインダーが硬化性樹脂であって、前記導電性極細繊維
の固定後にバインダーを硬化してから前記導電性パターン部を形成する第２、４～７実施
態様のいずれかに記載の導電性パターン被覆体の製造方法である。
【００１４】
　本発明の第９実施態様は、前記導電性繊維膜が前記導電性極細繊維を前記基材の成形時
にその表面に直接埋め込ませてなるものであって、前記導電性極細繊維を基材表面に固定
する工程が導電性繊維膜を形成する工程を兼ねている第１実施態様に記載の導電性パター
ン被覆体の製造方法である。
【００１５】
　本発明の第１０実施態様は、基材と、当該基材表面に凝集又は絡み合うことなく分散し
て固定された導電性極細繊維とを少なくとも備えた被覆体であって、
前記導電性極細繊維が交差し当該交差した部分で互いに接触して存在している部分により
導電性パターン部を呈し、前記導電性極細繊維の一部が断線または消失されて存在してい
る部分により非導電性パターン部を呈していることを特徴とする導電性パターン被覆体で
ある。
【００１６】
　本発明の第１１実施態様は、前記導電性極細繊維がバインダーにより前記基材表面に固
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定されている第１０実施態様に記載の導電性パターン被覆体である。
【００１７】
　本発明の第１２実施態様は、前記導電性極細繊維が前記基材表面に直接埋没して固定さ
れている第１０実施態様に記載の導電性パターン被覆体である。
【００１８】
　本発明の第１３実施態様は、透明な導電性パターン被覆体である第１０～１２実施態様
のいずれかに記載の導電性パターン被覆体。
【００１９】
　本発明の第１４実施態様は、前記導電性極細繊維が、直径が０．３～８０ｎｍで長さが
数μｍ～１００μｍである第１０～１３実施態様のいずれかに記載の導電性パターン被覆
体である。
【発明の効果】
【００２０】
発明の導電性パターン被覆体の製造方法は、導電性繊維膜の所望の位置にレーザー光線を
照射することにより前記導電性極細繊維の一部を断線または消失させることにより導電性
パターン部を形成することを特徴とする。したがって、断線した状態または導電性極細繊
維の一部が消失して電気的に非接触となった状態ではあるものの、非導電性パターン部に
も導電性極細繊維が残存する。そのため、導電性パターン部と非導電性パターン部との色
相、光線透過率、ヘイズ値の差異が少ない導電性パターン被覆体を製造できる効果がある
。また、レーザー光線の巾で非導電性パターン部を形成できるため、レーザー光線を調整
すれば、非常に微細な導電性パターン部を形成することができる効果もある。
【００２１】
また、本発明の導電性パターン被覆体は、基材上に、導電性極細繊維が凝集又は絡み合う
ことなく分散して交差し交差した部分で接触するよう形成され、かつ該導電性極細繊維の
一部が断線または消失されたことを特徴とする。そして、前記導電性極細繊維が凝集又は
絡み合うことなく分散して交差し交差した部分で接触するよう形成された部分、および該
導電性極細繊維の一部が断線または消失された部分の両方に、バインダーが含有または含
浸されている導電性パターン被覆体であることを特徴とする。したがって、非導電性パタ
ーン部も、導電性パターン部と同じ成分の極細繊維・バインダーが含有または含浸されて
いるため、導電性パターン部と非導電性パターン部との色相、光線透過率、ヘイズ値の差
異が少ないという効果がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　本発明の好ましい実施形態を、図面を参照して詳述する。しかし、本発明はこれらの実
施形態に限定されるものではない。
【００２３】
　図１は本発明の導電性パターン被覆体の製造方法の一工程を示す断面図であり、導電性
極細繊維３を凝集又は絡み合うことなく分散配置して交差させ、当該交差した部分で互い
に電気的に接触させてなる導電性繊維膜２を形成する工程と、前記導電性繊維膜２の所望
の位置にレーザー光線７を照射して、前記導電性極細繊維３の一部を断線または消失させ
ることにより導電性パターン部５を形成する工程と、前記導電性極細繊維３を基材１表面
に固定する工程を、少なくとも備えた本発明の導電性パターン被覆体１０の各種製造方法
のうち、前記導電性繊維膜２がバインダー溶液中に前記導電性極細繊維３を分散させた塗
液を塗布乾燥してなるものであって、前記導電性極細繊維３を基材１表面に固定する工程
が前記導電性繊維膜２を形成する工程を兼ねている製造方法を示す（第一実施態様）。す
なわち、バインダー溶液中に導電性極細繊維３を分散させた塗液を基材１上に塗布乾燥し
て（図１ａ参照）、導電性繊維膜２を形成するとともに前記導電性極細繊維３を基材１表
面に固定した後、該導電性繊維膜２の所望の位置にレーザー光線７を照射する（図１ｂ参
照）ことにより導電性パターン部５を形成する（図１ｃ参照）。
【００２４】
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前記基材１としては、熱可塑性樹脂、熱や紫外線や電子線や放射線などで硬化する硬化性
樹脂のほか、ガラス、セラミックス、無機材などからなる。とくに透明な導電性パターン
被覆体１０を得る場合には、前記基材１も、透明な熱可塑性樹脂、硬化性樹脂、ガラスな
どが使用される。透明な熱可塑性樹脂としては、厚さが３ｍｍのときに７５％以上（好ま
しくは８０％以上）の光線透過率と５％以下のヘーズを有する透明な樹脂、例えばポリエ
チレン、ポリプロピレン、環状ポリオレフィン等のオレフィン系樹脂、ポリ塩化ビニル、
ポリメチルメタクリレート、ポリスチレン等のビニル系樹脂、ニトロセルロース、トリア
セチルセルロース等のセルロース系樹脂、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレー
ト、ポリジメチルシクロヘキサンテレフタレート、芳香族ポリエステル等のエステル系樹
脂、ＡＢＳ樹脂、これらの樹脂の共重合体樹脂、これらの樹脂の混合樹脂が好ましい。透
明な硬化性樹脂としては、例えばエポキシ樹脂、ポリイミド樹脂が好ましい。ガラスは光
線透過率が非常に高いので、透明な導電性パターン被覆体１０を得るためには最も好まし
い。基材１が熱可塑性樹脂や硬化性樹脂からなるものである場合は、可塑剤、安定剤、紫
外線吸収剤などが、成形性、熱安定性、耐候性等を改良するために添加してもよい。
【００２５】
また、前記基材１に染料や顔料を添加して不透明或は半透明にしたりすることもできる。
この場合は不透明又は半透明の導電性パターン被覆体１０が得られる。導電性繊維膜２が
透明であれば、前記基材１が呈する染料や顔料の色調を保つことができる。なお、前記基
材１の形状は、図１のような板状に限定されるものではない。前記基材１の厚さは用途に
応じて決定すればよいが、前記基材１が板状に成形されている場合は、約０．０３～１０
ｍｍ程度とすればよい。
【００２６】
　前記バインダー溶液は、前記導電性極細繊維３を前記基材１に固定するためのバインダ
ー４を揮発性溶剤に溶解したものであり、当該バインダー溶液に前記導電性極細繊維３を
均一に分散させて塗液を調製し、これに前記基材１に汎用の印刷方法などにより塗布する
。
【００２７】
　前記導電性極細繊維３としては、銀、銅、白金、金、ニッケル、シリコンなどの金属ナ
ノチューブやナノワイヤの極細金属繊維、金属酸化物ナノチューブやカーボンナノチュー
ブ、カーボンナノファイバー、グラファイトフィブリルなどの極細炭素繊維などが使用さ
れる。繊維の直径は０．３～１００ｎｍ、長さが数μｍ～１００μｍのものが挙げられる
。これらの導電性極細繊維３のなかでも、直径が０．３～８０ｎｍで長さが数μｍ～１０
０μｍの銀ナノワイヤは、光線透過率が高く、表面抵抗率の低い比較的良好な無色透明の
導電性パターン部５を呈するので好ましい。なお、「透明」とは、光線透過率が約５０％
以上であることを意味する。
【００２８】
　前記バインダー４は、前記導電性極細繊維３を前記基材１に固定するためのものである
。当該バインダー４としては、透明な熱可塑性樹脂（ポリ塩化ビニル、塩化ビニル-酢酸
ビニル共重合体、ポリメチルメタクリレート、ニトロセルロース、塩素化ポリエチレン、
塩素化ポリプロピレン、弗化ビニリデン）、熱や紫外線や電子線や放射線で硬化する透明
な硬化性樹脂（メラミンアクリレート、ウレタンアクリレート、エポキシ樹脂、ポリイミ
ド樹脂、アクリル変性シリケートなどのシリコーン樹脂）が使用される。また、これらの
バインダー４にはコロイダルシリカのような無機材が添加されてもよい。前記基材１が透
明な熱可塑性樹脂から作製されている場合は、同じ透明な熱可塑性樹脂又は相溶性のある
異種の透明な熱可塑性樹脂をバインダー４として使用するのが、前記導電性極細繊維３の
固定力を高めることができるため好ましい。
【００２９】
前記導電性繊維膜２は、図１ｂに示すように、前記導電性極細繊維３を凝集又は絡み合う
ことなくバインダー４中に分散配置して交差させ、当該交差した部分で互いに電気的に接
触させてなり、膜全体に導電性を有する層である。そして、前記導電性繊維膜２を構成す
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る前記導電性極細繊維３の一部分はバインダー４に埋没され、他の部分はバインダー４か
ら突出し、突出部分は前記導電性極細繊維３以外の電気の流れを妨げる物質が無いので優
れた導電性を発揮する。しかしながら、全ての前記導電性極細繊維３がバインダー４から
一部分を突出されている必要はない。すなわち、或る前記導電性極細繊維３はバインダー
４に完全に埋没され、これらと互いに接触している他の前記導電性極細繊維３は一部分を
突出されていてもよい。なお、ここで「突出」とは、前記導電性極細繊維３の外周面がバ
インダー４の表面から露出するような、繊維の突出が不完全である場合も含む。また、「
導電性」とは、表面抵抗率が５００００Ω／□未満であることを意味し、「非導電性」と
は、表面抵抗率が５００００Ω／□以上であることを意味する。前記導電性繊維膜２の厚
さは、１０～５００００ｎｍであることが好ましい。薄すぎると導電性が不足し、厚すぎ
ると前記導電性極細繊維３のバインダー４からの突出がしにくくなるからである。
【００３０】
なお、塗液中のバインダー４の量は前記導電性極細繊維３より少量とするとよい。塗液は
前記基材１表面に塗布されて乾燥されるので、塗液の体積が減少する。そのため、前記導
電性極細繊維３が確実に突出した状態でバインダー４が固化することができる。
【００３１】
また、前記塗布乾燥後にさらに前記導電性繊維膜２の加熱延伸を行なってもよい。上記塗
液が乾燥した後に加熱してバインダー４を軟化させて、わずかに延伸する。乾燥により縮
んだ前記導電性極細繊維３は、加熱によってバインダー４が軟化した時に、自発的なスプ
リングバック力によりバインダー４から確実に突出させることができる。
【００３２】
　また、前記導電性極細繊維３は前記基材１表面にいきなり固定しなくてもよい。例えば
、前記塗布乾燥により一旦、剥離フィルム上に前記導電性繊維膜２を形成し、その上に接
着層を形成して３層構造の転写フィルムを作製した後、この転写フィルムを前記基材１表
面に圧着し、剥離フィルムを剥がすことによって前記導電性極細繊維３を前記基材１表面
に固定することもできる。この場合、導電性繊維膜２をより緻密に製膜することで低抵抗
化できるというメリットがある。
【００３３】
前記導電性繊維膜２を形成した後、図１ｂに示すように、導電性繊維膜２の一部にレーザ
ー光線７を照射すると、図１ｃに示すように、前記導電性極細繊維３の一部は断線または
消失し、導電性繊維膜２は導電性パターン部５と、各々の導電性極細繊維３どうしが電気
的に接触しなくなり導電性を有しなくなった非導電性パターン部６とに変わる。
【００３４】
前記レーザー光線７の照射装置としては、前記導電性繊維膜２を形成した前記基材１を載
せられるテーブルと、該テーブルから所定の距離離れて配備され、レーザー光線７を照射
するレーザー発振器と、前記レーザー発振器と前記基材１との間に、前記レーザー発振器
から照射されたレーザーを基材１の片側に集光させる集光手段とから構成される装置が挙
げられる。集光手段の例としては、レーザー発振器から照射されたレーザー光線７を、光
拡大レンズを透過してスリット機構によりその大きさを調整した後、ビーム分割器および
対物レンズに照射され、レーザー光線７を通過して導電性繊維膜２を形成した基材１に照
射される手段が挙げられる。
【００３５】
スリット機構によりレーザー光線７の大きさを調整することができるため、理論上数ミク
ロン単位の微小な細線から大面積のものまで、所望の大きさに非導電性パターン部６を形
成することが可能であり、必要な場所だけに高速で非導電性パターン部６を形成すること
も可能である。照射される前記レーザー光線７としては、ＹＡＧレーザー、ＣＯ２レーザ
ーなどが挙げられるが、前記導電性極細繊維３の一部を断線または消失できる高エネルギ
ーのレーザー光線であればこれ以外のレーザー光線であっても構わない。
【００３６】
このようにして得られた導電性パターン被覆体１０は、図１ｃに示すように、前記基材１



(8) JP 2010-44968 A 2010.2.25

10

20

30

40

50

と、当該基材１表面に凝集又は絡み合うことなく分散してバインダー４により固定された
前記導電性極細繊維３とを備え、前記導電性極細繊維３が交差し当該交差した部分で互い
に接触して存在している部分により導電性パターン部５を呈し、前記導電性極細繊維の一
部が断線または消失されて存在している部分により非導電性パターン部６を呈している。
しかし、導電性パターン部５と非導電性パターン部６とは、電気特性は異なるが化学成分
的にはほとんど差異がない。したがって、導電性パターン部５と非導電性パターン部６は
ほとんど同等の色相、光線透過率、へイズ値を呈するため、視覚的には両部分の区別はほ
とんどできない。また、レーザー光線７の巾で非導電性パターン部６を形成できるため、
レーザー光線７を調整すれば、非常に微細な導電性パターン部５を形成することができる
効果もある。
【００３７】
とくに、導電性極細繊維３として直径が０．３～８０ｎｍで長さが数μｍ～１００μｍの
銀ナノワイヤを用いれば、導電性繊維膜２のヘイズ値が１を超えていても、視覚的に認識
できない無色透明の導電性パターンが形成できるので、より好ましい。この場合、前記基
材１にも透明なものを選べば、透明な導電性パターン被覆体１０を得ることもできる。し
たがって、無色透明性の要望の高いタッチパネル、液晶や有機ＥＬ用のディスプレイ等の
用途にも適用できる効果がある。
【００３８】
　なお、前記導電性極細繊維３の前記基材１表面への固定は、第一実施態様のようなバイ
ンダー溶液中に導電性極細繊維３を分散させた塗液を基材１上に塗布乾燥する手段に限定
されず、以下のような手段によってもよい。なお、固定手段以外は第一実施態様と同様で
ある。
【００３９】
　例えば、前記導電性極細繊維３を前記基材１表面に固定する手段が前記導電性極細繊維
３へのバインダー４の含浸であって、あらかじめ導電性繊維膜２を形成した後に（図２ａ
参照）、前記バインダー４の含浸により前記導電性極細繊維３を前記基材１表面に固定し
（図２ｂ参照）、それから導電性パターン部５を形成する（図２ｃ参照）ことによって導
電性パターン被覆体１０を得ることができる（第二実施態様）。
【００４０】
バインダー４の含浸は、上記バインダー４を適正量揮発性溶剤に溶解したバインダー４含
有溶液を導電性極細繊維３の上から塗布することで行う。塗布されたバインダー４含有溶
液は導電性極細繊維３の隙間を通り抜け、基材１に達するため、導電性極細繊維３の最表
面はバインダー４で覆われることなく、好ましい導電性繊維膜２が形成できる。
【００４１】
また、前記導電性極細繊維３へのバインダー４の含浸は、あらかじめ前記導電性繊維膜２
の所望の位置にレーザー光線７を照射（図３ａ参照）して前記導電性パターン部５を形成
した後に（図３ｂ参照）、当該バインダー４の含浸により前記導電性極細繊維３を前記基
材１表面に固定する（図３ｃ参照）ことによって導電性パターン被覆体１０を得ることが
できる（第三実施態様）。この場合、レーザー光線７が透過できないようなバインダー４
に対しても適用できる効果がある。
【００４２】
さらに、本発明に係る導電性パターン被覆体１０の製造方法の前記第一実施態様において
は、前記バインダー４を硬化性樹脂とし、前記導電性極細繊維２の前記基材１への固定後
に、バインダー４を硬化してから導電性繊維膜２の一部にレーザー光線７を照射して前記
導電性パターン部５を形成するのがより好ましい。この場合、バインダー４が導電性極細
繊維３を強固に固定しているため、レーザー光線７の強度が高くても繊維が多段階的に断
線され繊維残渣が有効に残存したパターン形成できる効果がある。
【００４３】
また、前記導電性極細繊維３の固定手段は上記のような前記バインダー４を使用しなくて
もよく、例えば、前記導電性繊維膜２が前記導電性極細繊維３を前記基材１の成形時にそ
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する工程が前記導電性繊維膜２を形成する工程を兼ねているようにしてもよい（第四実施
態様）。すなわち、前記基材１の原材料に導電性極細繊維３を含有させ、射出成形、ブロ
ー成形、圧縮成形、押出成形、カレンダー成形、インフレーション成形など各種の方法で
成形し（図４ａ参照）、前記導電性極細繊維３を前記基材１表面に埋め込ませて固定した
後にレーザー光線７を照射し（図４ｂ参照）、導電性パターン部５を形成する（図４ｃ参
照）。この場合も、導電性極細繊維３が強固に前記基材１に固定されているため、レーザ
ー光線７の強度が高くてもパターン形成できる効果がある。なお、前記導電性極細繊維３
は、その全てが前記基材１表面に埋没されることはなく、いくらかは表面に残るために好
ましい導電性が得られる。
【００４４】
　なお、前記の様々な実施形態のうちの任意の実施形態を適宜組み合わせることにより、
それぞれの有する効果を奏するようにすることができる。本発明は、添付図面を参照しな
がら好ましい実施形態に関連して充分に記載されているが、この技術の熟練した人々にと
っては種々の変形や修正は明白である。そのような変形や修正は、請求の範囲による本発
明の範囲から外れない限りにおいて、その中に含まれると理解されるべきである。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明の導電性パターン被覆体の製造方法の一工程を示す断面図である。
【図２】本発明の導電性パターン被覆体の製造方法の別の例の一工程を示す断面図である
。
【図３】本発明の導電性パターン被覆体の製造方法の別の例の一工程を示す断面図である
。
【図４】本発明の導電性パターン被覆体の製造方法の別の例の一工程を示す断面図である
。
【符号の説明】
【００４６】
１　基材
２　導電性繊維膜
３　導電性極細繊維
４　バインダー
５　導電性パターン部
６　非導電性パターン部
７　レーザー光線
１０　導電性パターン被覆体
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